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１ 経営戦略策定の趣旨 

 本市では平成 23 年度から５年ごとに中期経営計画を策定し、駐車場事業において取り組

むべき課題と方針を明らかにし、経営の効率化や健全化を図ってまいりました。 

 令和元年度には、ＪＲ袋井駅北口市有地活用事業に伴い、袋井駅前駐車場及び袋井駅東

自転車等駐車場を適正規模に縮小するとともに、袋井駅南口利用者の自転車等の需要に対

し、袋井駅南自転車等駐車場を整備いたしました。また、地権者の新たな土地利用に伴い

愛野駅前南駐車場を廃止いたしました。 

近年では、少子化などに伴う駐輪場利用者の減少や駅周辺に安価な民間の駐車場が整備

されたことにより、市営駐車場の利用者は減少しており、使用料収入も減少傾向です。ま

た、令和元年度後半からは新型コロナウィルス感染症の影響により使用料収入は著しく減

少し、駐車場事業の経営環境は厳しさを増しています。 

 しかしながら、市民の利便性を確保するとともに自動車や自転車等の駐車秩序を維持し、

道路交通の円滑化を図るため、今後も公共施設として駅周辺に自動車や自転車等の駐車場

を設置し、安定的に事業を継続していくため、投資試算や財政試算をより長期間かつ複数

のパターンで推計し、計画期間内の収支均衡を保つため、これまでの中期経営計画に替え、

令和３年度以降 10 年間の中長期的な経営の基本計画として「経営戦略」を策定します。 

 

２ 事業概要 

（１）事業形態                        令和３年３月末現在 

法適(全部適用･一部適用)非適の区分 法非適 事 業 開 始 年 月 日 平成6(1994)年10月 

職 員 数 0.5人 施 設 名 袋井駅前駐車場 

種 類 附置義務駐車施設 構 造 立体式 

立 地 駅 建設後の経過年数 26年 

駐 車 場 使 用 面 積 1,352.4㎡ 収 容 台 数 32台(うち軽自6台) 

営 業 時 間 午前0時～午後12時 

民 間 活 用 の 状 況 指定管理者制度(料金収受代行制) 

 

法適(全部適用･一部適用)非適の区分 法非適 事 業 開 始 年 月 日 平成3(1991)年2月 

職 員 数 － 施 設 名 袋井駅東自転車等駐車場 

種 類 附置義務駐車施設 構 造 立体式 

立 地 駅 建設後の経過年数 30年 

駐 車 場 使 用 面 積 1,352.4㎡ 収容台数 605台(うちバイク34台) 

営 業 時 間 午前0時～午後12時 

民 間 活 用 の 状 況 指定管理者制度(料金収受代行制) 
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法適(全部適用･一部適用)非適の区分 法非適 事 業 開 始 年 月 日 平成3(1991)年2月 

職 員 数 － 施 設 名 袋井駅西自転車等駐車場 

種 類 附置義務駐車施設 構 造 広場式 

立 地 駅 建設後の経過年数 30年 

駐 車 場 使 用 面 積 230.0㎡ 収 容 台 数 74台(うちバイク20台) 

営 業 時 間 午前0時～午後12時 

民 間 活 用 の 状 況 指定管理者制度(料金収受代行制) 

 

法適(全部適用･一部適用)非適の区分 法非適 事 業 開 始 年 月 日 令和2(2020)年4月 

職 員 数 － 施 設 名 袋井駅南自転車等駐車場 

種 類 附置義務駐車施設 構 造 広場式 

立 地 駅 建設後の経過年数 1年 

駐 車 場 使 用 面 積 822.3㎡ 収 容 台 数 410台(うちバイク51台) 

営 業 時 間 午前0時～午後12時 

民 間 活 用 の 状 況 指定管理者制度(料金収受代行制) 

 

法適(全部適用･一部適用)非適の区分 法非適 事 業 開 始 年 月 日 平成13(2001)年9月 

職 員 数 － 施 設 名 愛野駅前北駐車場 

種 類 附置義務駐車施設 構 造 広場式 

立 地 駅 建設後の経過年数 19年 

駐 車 場 使 用 面 積 2,012.0㎡ 収 容 台 数 67台 

営 業 時 間 午前0時～午後12時 

民 間 活 用 の 状 況 指定管理者制度(料金収受代行制) 

 

法適(全部適用･一部適用)非適の区分 法非適 事 業 開 始 年 月 日 平成13(2001)年9月 

職 員 数 － 施 設 名 愛野駅南自転車等駐車場 

種 類 附置義務駐車施設 構 造 広場式 

立 地 駅 建設後の経過年数 19年 

駐 車 場 使 用 面 積 1,026.0㎡ 収 容 台 数 415台(うちバイク63台) 

営 業 時 間 午前0時～午後12時 

民 間 活 用 の 状 況 指定管理者制度 
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法適(全部適用･一部適用)非適の区分 法非適 事 業 開 始 年 月 日 平成13(2001)年9月 

職 員 数 － 施 設 名 愛野駅北自転車等駐車場 

種 類 附置義務駐車施設 構 造 広場式 

立 地 駅 建設後の経過年数 19年 

駐 車 場 使 用 面 積 1,159.0㎡ 収 容 台 数 434台(うちバイク78台) 

営 業 時 間 午前0時～午後12時 

民 間 活 用 の 状 況 指定管理者制度 

 

（２）料金形態 

駐
車
場 

袋 井 駅 前 駐 車 場 

最初から15時間まで 1時間ごとに100円 

15時間を超える場合において 

最初から24時間まで 
1,500円 

愛野駅前北駐車場 

最初から7時間まで 1時間ごとに100円 

7時間を超える場合において 

最初から24時間まで 
700円 

回 数 券 
100円券(22枚つづり) 2,000円 

200円券(11枚つづり) 2,000円 

自
転
車
等
駐
車
場 

自 転 車 

一時利用 1日1回 100円 

定期利用 
1か月 1,500円 

3か月 4,500円 

原 動 機 付 自 転 車 

及 び 自 動 二 輪 車 

一時利用 1日1回 150円 

定期利用 
1か月 2,500円 

3か月 7,500円 

※ 愛野駅南自転車等駐車場及び愛野駅北自転車等駐車場は、無料 

 

料金形態の考え方 

◇ 駐車場 

近隣の駐車場料金との均衡や駐車場事業の収支バランスなど

を考慮して設定。 

◇ 自転車等駐車場 

駅周辺の自転車等の放置対策のため、利用しやすい料金を設

定。 
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料 金 改 定 年 月 日 

(消費税のみの改定は含まない) 

◇ 駐車場 

・平成20年4月1日 

 愛野駅前南・北駐車場利用向上策として使用料を改正 

 (1時間～7時間 1時間毎100円、7時間超～24時間 700円） 

◇ 自転車等駐車場 

・平成6年10月1日 

 駐車場整備に伴い定期券の使用料を改正。 

 (自転車：1か月1,500円、3か月4,500円) 

 (バイク：1か月2,500円、3か月7,500円) 

 

（３）現在の経営状況 

◇ 駐車場 

・袋井駅前駐車場は、平成30年度までは86台を収容できる施設でしたが、JR袋井駅北口

市有地活用事業に併せて、これまでの稼働状況を踏まえ、令和元年度に32台規模に縮小

しました。 

・愛野駅前南駐車場は、地権者の新たな土地利用に伴い、令和元年10月末で廃止しまし

た。 

・他団体の類似施設に比べ、稼働率及び収入が低い状況であり、基金からの取り崩しに

より経営しています。 

・近隣に安価な民間駐車場が設置されているため、稼働率が低い状況が続いています

が、短時間の利用者を獲得できています。 

◇ 自転車等駐車場 

・袋井駅及び愛野駅周辺における自転車等の放置対策を担う施設となっています。 

・袋井駅周辺では、平成30年度まで袋井駅東自転車等駐車場と袋井駅西自転車等駐車場 

を合わせて1,239台（うちバイク95台）収容できる施設でしたが、令和元年度にJR袋井 

駅北口市有地活用事業に併せて袋井駅東自転車等駐車場を改修するとともに、袋井駅 

南自転車等駐車場を整備し、合わせて1,089台（うちバイク105台）を収容できる施設 

としました。 

 

※ 添付をした経営比較分析表は、平成30年度における自動車と原動機付自転車（バイク）

の収支や利用状況等について分析したものです（自転車は除いています）。 

※ 新型コロナウィルス感染症の影響により、令和２年度における駐車場の利用が激減し

ています。 
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３ 将来の事業環境 

（１）需要の見通し 

 

※ 愛野駅前南駐車場の定期利用及び駐車場の回数券利用は除いた件数です。 

 

（２）収入の見通し 

 

※ R1 は建設事業に伴う一部施設休止のため、件数、収入ともに大幅に減少しています。 

※ 駐車場の回数券は、袋井駅前駐車場に含んでいます。 
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（３）施設の見通し 

ＪＲ袋井駅北口市有地活用事業に伴い、令和元年度に袋井駅南自転車等駐車場の整

備や袋井駅西自転車等駐車場の周壁修繕、袋井駅前駐車場の躯体塗装工事など、大規

模な修繕工事等を実施したため、当面の間は、新たな施設整備や大規模な改修工事な

ど投資予定はない状況です。 

 

（４）組織の見通し 

指定管理者制度導入による民間のノウハウの活用により、他業務との兼任職員により業務

が遂行できているため、今後も指定管理者制度などを活用し管理運営を実施していきます。 

 

４ 経営の基本方針 

本駐車場事業は、交通の結節点であるＪＲ袋井駅及びＪＲ愛野駅周辺において公共施設

として自動車や自転車等の駐車場を設置することで、駐車秩序を維持し交通の円滑化を図

るとともに、市民の移動の利便性向上に資するため実施しているものです。 

利用者数の減少に伴い、このまま収入が減り続けると、駐車場経営に支障をきたす可能

性があることから、安定的に事業を継続していくため、本施設に加え、周辺施設の状況も

把握し、本事業の周辺施設や地域との連携、更には料金体系の見直しなどにより、駐車場

の利用促進を図り、収入の確保を図ります。 

 

５ 投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画）･･･別紙のとおり 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

  ア 収支計画のうち、投資についての説明 

    新たな施設整備や大規模な修繕工事の実施予定はありません。 

  イ 収支計画のうち、財源についての説明 

    主な財源は、これまで同様に料金収入です。 

    大規模修繕工事の実施や収入に不足が生じる場合は、袋井市駐車場事業基金を財

源として活用していきます。 

  ウ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

・職員給与費  ：3,000 千円／年の定額を負担 

・指定管理委託料：29,964 千円／年 

 指定管理者からの提案金額を基準に、毎年度の委託料を協議し決定していきます。 

・一般会計繰出金：7,915 千円／年 

 料金収入の得られる施設について、借地料相当額を一般会計に繰り出します。 
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

  ア 今後の投資についての考え方・検討状況 

新たな施設整備や大規模な修繕工事の実施予定はありません。 

  イ 今後の財源についての考え方・検討状況 

ＪＲ袋井駅北口市有地活用事業の実施や新型コロナウィルス感染症の影響により、

袋井駅周辺施設の状況が大きく変わったため、令和３年度から令和７年度の５か年

については、引き続き料金収受代行制による指定管理者制度を活用した管理運営を

行います。令和８年度以降については、料金収入の状況や新型コロナウィルス感染

症の影響を注視しながら、より民間のノウハウが活用できるよう、指定管理者制度

の利用料金制やコンセッション方式などへの移行を検討し、安定した事業継続につ

なげていきます。 

  ウ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

更なる民間のノウハウの活用や料金収入の確保のため、指定管理者制度の利用料

金制やコンセッション方式などを導入した場合は、主な収益である料金収入と主な

費用である指定管理委託料が変更となります。 

 

６ 公営企業として実施する必要性など 

 計画期間中において、料金収入の状況や新型コロナウィルス感染症の影響などを注視し、

特別会計を設けて事業実施する有用性について判断していきます。 

 

７ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

毎年度、決算時に収支計画と実績について管理していきます。 

また、中間年度と最終年度に検証を行い、市議会に報告するとともに市民に公表してい

きます。 



投資・財政計画（収支計画）

年　　　　　　度 H30年度 R1年度 R2年度

区 分 （決算） (決算) (決算見込)

1 (A) 50,543 36,120 45,614 43,000 41,997 41,723 42,308 42,400 43,401 42,899 42,899 42,375 42,376 43,377 42,875 42,875 42,875 42,874 43,374 42,873 42,872 42,872 42,872 43,371

（１） (B) 48,418 12,224 24,671 27,618 31,200 34,800 38,400 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000

ア 48,384 12,196 24,641 27,588 31,170 34,770 38,370 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970

イ (C)

ウ 34 28 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

（２） 2,125 23,896 20,943 15,382 10,797 6,923 3,908 400 1,401 899 899 375 376 1,377 875 875 875 874 1,374 873 872 872 872 1,371

ア

イ 2,125 23,896 20,943 15,382 10,797 6,923 3,908 400 1,401 899 899 375 376 1,377 875 875 875 874 1,374 873 872 872 872 1,371

２ (D) 52,846 34,723 46,099 42,518 41,437 41,497 41,837 42,137 42,970 42,470 42,470 41,670 42,470 42,970 42,470 42,470 42,470 42,470 42,970 42,470 42,470 42,470 42,470 42,970

（１） 52,846 34,723 46,099 42,518 41,437 41,497 41,837 42,137 42,970 42,470 42,470 41,670 42,470 42,970 42,470 42,470 42,470 42,470 42,970 42,470 42,470 42,470 42,470 42,970

ア 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

イ 49,846 31,723 43,099 39,518 38,437 38,497 38,837 39,137 39,970 39,470 39,470 38,670 39,470 39,970 39,470 39,470 39,470 39,470 39,970 39,470 39,470 39,470 39,470 39,970

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア

イ

３ (E) △ 2,303 1,397 △ 485 482 560 226 471 263 431 429 429 705 △ 94 407 405 405 405 404 404 403 402 402 402 401

1 (F) 0 73,000 0 0 0 0 0 0 0 0 9,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２）

（３）

（４）

（５） 23,220

（６）

（７） 49,780 9,500

２ (G) 0 73,000 0 0 0 0 0 0 0 0 9,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１） 73,000 9,500

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(J) △ 2,303 1,397 △ 485 482 560 226 471 263 431 429 429 705 △ 94 407 405 405 405 404 404 403 402 402 402 401

(K) 543 477 425 482 447 423 408 400 401 399 399 375 376 377 375 375 375 374 374 373 372 372 372 371

(L) 3,336 490 1,410 500 500 613 416 479 342 372 402 432 762 292 322 352 382 412 442 472 502 532 562 592

(M)

(N) 490 1,410 500 500 613 416 479 342 372 402 432 762 292 322 352 382 412 442 472 502 532 562 592 622

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 490 1,410 500 500 613 416 479 342 372 402 432 762 292 322 352 382 412 442 472 502 532 562 592 622

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 48,418 12,224 24,671 27,618 31,200 34,800 38,400 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
○基金

279,887 207,164 192,365 178,847 169,294 163,217 160,125 160,525 159,926 159,825 150,224 150,599 150,975 150,352 150,227 150,102 149,977 149,851 149,225 149,098 148,970 148,842 148,714 148,085残　　　　高

R21年度 R22年度 R23年度R15年度 R16年度 R17年度 R18年度 R19年度 R20年度

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

前年度からの繰越金

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

101 101収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 96 104 99 101 101 101101 101 101 101 101 101

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

101

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

101 101 101 101 101 101 102 100 101

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高
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投資・財政計画（収支計画）

年　　　　　　度

区 分

1 (A)

（１） (B)

ア

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D)

（１）

ア

イ

（２）

ア

イ

３ (E)

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S)

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金

○基金
残　　　　高

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

前年度からの繰越金

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

（単位：千円，％）

42,870 42,869 42,869 42,869 43,368 42,867 42,866 42,866 42,366

42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000

41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970 41,970

30 30 30 30 30 30 30 30 30

870 869 869 869 1,368 867 866 866 366

870 869 869 869 1,368 867 866 866 366

42,470 42,470 42,470 42,470 42,970 42,470 42,470 42,470 42,470

42,470 42,470 42,470 42,470 42,970 42,470 42,470 42,470 42,470

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

39,470 39,470 39,470 39,470 39,970 39,470 39,470 39,470 39,470

0 0 0 0 0 0 0 0 0

400 399 399 399 398 397 396 396 △ 104

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

400 399 399 399 398 397 396 396 △ 104

370 369 369 369 368 367 366 366 366

622 652 682 712 742 772 802 832 862

652 682 712 742 772 802 832 862 392

0 0 0 0 0 0 0 0 0

652 682 712 742 772 802 832 862 392

42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

147,955 147,824 147,693 147,562 146,930 146,797 146,663 146,529 146,895

R32年度R24年度 R25年度 R26年度 R27年度 R28年度 R29年度 R30年度 R31年度

101 101 100101 101 101 101 101 101
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グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
静岡県袋井市　袋井駅前駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

無 837 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ１Ｂ１ 非設置 駅

－

該当数値なし 附置義務駐車施設 立体式 25 181 100 代行制 【】

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
①　年間平均稼働率が類似施設より低くなってい
るほか、休止期間が発生したことから、収入が低
下する結果となった。
②　一般会計からの繰入金は無い。
③　一般会計からの補助は無い。
④、⑤　休止期間発生等による収入減少に伴い、
数値が悪化した。

H26 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30H29 H30 H26

当該値 120.4 112.7 112.1 119.8 106.0

H26 H27 H28

2. 資産等の状況について
平均値 172.3 218.5 151.2 212.4 241.8 平均値 5.7 4.7

当該値 92.6 81.1 79.4 114.9 96.7当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

139.7 139.3 136.3 ⑥、⑦、⑨　無し
⑧　設備投資は無いが、民間事業の影響による敷
地面積減少を見込んでいる。
⑩　企業債については、平成26年に返済が完了し
ている。

3. 利用の状況について
　近隣に安価な駐車場が増え、利用者は分散傾向
にあるが、本施設はＪＲ東海道本線袋井駅に最も
近い駐車場であるため、短時間の利用を獲得でき
ているが、施設の休止期間発生により、前年度よ
り減少した結果となっている。

H28 H29 H30

2.資産等の状況

4.0 2.4 2.3 平均値 136.7 138.9

H27 H28 H29 H30 H26 H27H26 H27 H28 H29 H30 H26

7,011 7,224 2,127当該値 22.9 15.6 10.0 15.4 0.0

平均値 48 46 39 25 24

当該値 12,255 7,437当該値 0 0 0 0 0

平均値 44,860 37,496 31,888 13,314 23,300平均値 33.6 33.2 29.6 29.2 30.4

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
　類似施設平均値よりも各数値が低い状況が続い
ている状況の中で休止期間が生じたが、令和２年
度から新たな運用が始まるほか、令和３年度から
は新たな指定管理期間を見据えており、経営の改
善及び安定化に向けた取組が必要であると考え
る。

0

⑧設備投資見込額(千円)

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30H29 H30

 0.0 0.0 0.0 当該値 0.0当該値     
0

H26 H27 H28

平均値   

 当該値    

平均値      

0.0

239.6 224.1 155.2   平均値 254.0 280.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

①収益的収支比率(％)
【297.1】

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

⑩企業債残高対料金収入比率(％)
【103.6】

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

⑨累積欠損金比率(％)

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

⑥有形固定資産減価償却率(％)

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

②他会計補助金比率(％)
【5.3】

0

10

20

30

40

50

60

③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【30】

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

⑪稼働率(％)
【199.3】

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

④売上高ＧＯＰ比率(％)
【26.3】

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【16,102】

該当数値なし 該当数値なし
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